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事業用太陽光

第12回 第13回 第14回 第15回 第16回 第17回 第18回 第19回

実施時期
2022年度
第１四半期

2022年度
第２四半期

2022年度
第３四半期

2022年度
第４四半期

2023年度
第１四半期

2023年度
第２四半期

2023年度
第３四半期

2023年度
第４四半期

入札対象 250kW以上（既築屋根設置を除く） 250kW以上（屋根設置を除く）

募集容量
FIT:50MW

FIP:175MW
FIT:50MW

FIP:175MW
FIT:50MW

FIP:175MW
FIT:50MW

FIP:175MW
105MW 111MW 105MW 134MW

上限価格
10.00円/kWh
事前公表

9.88円/kWh
事前公表

9.75円/kWh
事前公表

9.63円/kWh
事前公表

9.50円/kWh
事前公表

9.43円/kWh
事前公表

9.35円/kWh
事前公表

9.28円/kWh
事前公表

入札容量
（件数）

FIT:25MW (39件)
FIP:129MW(5件)

FIT:12MW (18件)
FIP:14MW(10件)

FIT:11MW (17件)
FIP:137MW(11件)

FIT:16MW(25件)
FIP:16MW(9件)

120MW(35件) 69MW(55件) 178MW(61件) -

平均入札
価格

FIT:9.93円/kWh
FIP:9.87円/kWh

FIT:9.79円/kWh
FIP:9.81円/kWh

FIT:9.70円/kWh
FIP:9.73円/kWh

FIT:9.59円/kWh
FIP:9.56円/kWh

9.36円/kwh 9.30円/kwh 8.84円/kwh -

落札容量
（件数）

FIT:25MW(39件)
FIP:129MW(5件)

FIT:12MW(18件)
FIP:14MW(10件)

FIT:11MW(17件)
FIP:137MW(11件)

FIT:16MW(25件) 
FIP:16MW(9件）

105MW(20件) 69MW(55件) 105MW(33件) -

平均落札
価格

FIT:9.93円/kWh
FIP:9.87円/kWh

FIT:9.79円/kWh
FIP:9.81円/kWh

FIT:9.70円/kWh
FIP:9.73円/kWh

FIT:9.59円/kWh
FIP:9.56円/kWh

9.34円/kwh 9.30円/kwh 8.55円/kwh -

調達価格
決定方法

応札額を調達価格として採用（pay as bid 方式）

（参考）直近の太陽光入札結果（2022-2023年度）

事業用太陽光入札結果（2022-2023年度）

◼ 事業用太陽光発電については、2017年度から入札制を適用。入札対象範囲は、2017年度の2,000kW以上か
ら順次拡大。2022年度は、FIP制度の開始に伴い、FIT対象区分を250kW以上1,000kW未満、FIP対象区分
を1,000kW以上として分類。2023年度は、FIP電源とFIT電源が同じ入札の枠の中で競争することにより、再
エネの市場統合が阻害されるリスクは⼩さいこと、入札制は基本的にシンプルな制度設計が望ましいことから、FIP
電源／FIT電源で区分を分けることなく、250kW以上を対象として実施。

◼ 今年度、既に実施している入札（第16回から18回）の落札容量は、計279MW（入札容量は367MW）。平
均落札価格は、8.55円/kWh（第18回）まで着実に低減。
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(1) 2025年度の事業用太陽光の調達価格・基準価格

(2) 2025年度の住宅用太陽光の調達価格

(3) 新たな発電設備区分の創設に関する検討

(4) 2025年度にFIP制度のみ認められる対象等

(5) 屋根設置太陽光区分の対象の明確化

































27（１）国内のコスト動向：接続費（案）

接続費（万円/kW）

10-50kW 50-250kW 250-500kW 500-1,000kW
1,000-

2,000kW
2,000kW
以上

全体

全体

平均値
1.53
（1.43）

0.51
（0.79）

1.34
（1.08）

1.34
（1.14）

1.68
（1.84）

2.97
（2.92）

1.46
（1.39）

中央値
1.11
（1.21）

0.24
（0.41）

0.40
（0.38）

0.42
（0.40）

1.19
（1.18）

1.37
（2.08）

1.00
（1.15）

件数 1,760 139 124 33 40 17 2,113

地上設置

平均値
1.95
（1.62）

0.77
（0.89）

1.39
（1.15）

1.42
（1.21）

1.76
（1.88）

2.97
（2.92）

1.85
（1.56）

中央値
1.45
（1.37）

0.40
（0.45）

0.43
（0.43）

0.47
（0.41）

1.36
（1.21）

1.37
（2.08）

1.37
（1.27）

件数 1,259 77 119 25 38 17 1,535

屋根設置

平均値
0.46
（0.44）

0.19
（0.40）

0.09
（0.15）

1.07
（0.03）

0.20
（0.03）

-
（-）

0.43
（0.43）

中央値
0.32
（0.20）

0.18
（0.26）

0.04
（0.10）

0.06
（0.03）

0.20
（0.03）

-
（-）

0.32
（0.19）

件数 497 62 5 8 2 0 574

2024年度
想定値

地上設置：1.35 屋根設置：0.3

※2023年8月30日時点までに報告された定期報告を対象。

◼ 接続費についても、地上設置／屋根設置の別に、2023年設置案件の定期報告データを分析すると、地上設置は平均値
1.85万円/kW、中央値1.37万円/kWと、 2024年度の想定値1.35万円/kWと同程度の水準。屋根設置も平均
値0.43万円/kW、中央値0.32万円/kWと、2024年度の想定値0.3万円/kWと同程度の水準。

◼ こうした状況を踏まえ、2025年度の想定値については、2024年度の想定値（地上設置：1.35万円/kW、屋根設
置：0.3万円/kW）を据え置くこととしてはどうか。

（  ）内は昨年度の本委員会で検討した2022年設置案件の接続費。



運転維持費（万円/kW/年）

10-50kW 50-250kW 250-500kW 500-1,000kW 1,000-
2,000kW

2,000kW
以上

全体

全体

平均値 0.51
(0.53)

0.49
(0.50)

0.48
(0.51)

0.58
(0.59)

0.62
(0.64)

0.74
(0.72)

0.52
(0.54)

中央値 0.40
(0.42)

0.39
(0.41)

0.41
(0.42)

0.50
(0.51)

0.55
(0.56)

0.71
(0.68)

0.40
(0.43)

件数 34,852 1,235 1,522 1,291 1,726 280 40,906

地上設置

平均値 0.50
(0.52)

0.56
(0.59)

0.52
(0.56)

0.61
(0.62)

0.64
(0.66)

0.75
(0.72)

0.52
(0.53)

中央値 0.40
(0.42)

0.46
(0.50)

0.45
(0.46)

0.53
(0.54)

0.57
(0.58)

0.71
(0.68)

0.41
(0.44)

件数 24,958 627 1,103 1,054 1,585 277 29,604

屋根設置

平均値 0.54
(0.55)

0.42
(0.43)

0.37
(0.39)

0.42
(0.50)

0.43
(0.41)

0.24
(0.21)

0.52
(0.54)

中央値 0.40
(0.42)

0.30
(0.30)

0.29
(0.29)

0.33
(0.34)

0.33
(0.34)

0.18
(0.21)

0.37
(0.40)

件数 9,750 588 403 223 125 3 11,092

2024年度
想定値 0.5

（１）国内のコスト動向：運転維持費（案） 28

※2023年8月30日時点までに報告された定期報告を対象。

◼ 運転維持費についても、地上設置／屋根設置の別に、2023年設置案件の定期報告データを分析すると、地上設置は平
均値0.52万円/kW/年、中央値0.41万円/kW/年、屋根設置は平均値0.52万円/kW/年、中央値0.37万円
/kW/年と、地上設置／屋根設置ともに2024年度の想定値0.5万円/kW/年と同水準又はやや下回る。

◼ 2025年度の想定値については、地上設置／屋根設置ともに、2024年度の想定値（0.5万円/kW/年）を据え置き
つつ、今後のコスト動向に留意することとしてはどうか。

（  ）内は昨年度の本委員会で検討した運転維持費。



（１）国内のコスト動向：設備利用率（案） 29

◼ 2025年度の想定値については、システム費用と同様に2024年度の想定値を据え置き、地上設置（10-50kW）21.3%、地
上設置（50kW以上）18.3%、屋根設置14.5%としてはどうか。

※ なお、これまでの本委員会と同様に、設備利用率の想定値について、より効率的な事業の実施を促していくため、直近の設備利用率（50kW以上）におけるシステム
費用のトップランナー水準と同水準に着目して設定することも考えられる。屋根設置／地上設置それぞれにおいて、直近の設備利用率（50kW以上）について、2024
年度のシステム費用のトップランナー水準として用いたのと同水準（地上設置：上位15%水準、屋根設置：上位26%水準）を参照すると、その設備利用率は、
地上設置（10-50kW）が21.4%、地上設置（50kW以上）が18.4%、屋根設置は14.6%となり、上記想定値と同水準。

買取期間

設備利用率（地上設置）：平均値

10kW
以上

50kW
以上

250kW
以上

1,000kW
以上

2,000kW
以上

2021年6月－

2022年5月
16.8% 15.6% 15.7% 15.8% 16.7%

2022年6月－

2023年5月
16.7% 15.6% 15.6% 15.6% 16.4%

設備利用率（地上設置）

% 10kW以上 50kW以上 250kW以上 1,000kW以上

5% 24.17% 20.43% 20.32% 19.89%

10% 22.59% 19.20% 19.15% 18.92%

14% 21.64% 18.57% 18.54% 18.35%

15% 21.42% 18.42% 18.40% 18.25%

16% 21.20% 18.29% 18.27% 18.15%

20% 20.41% 17.82% 17.82% 17.77%

25% 19.49% 17.28% 17.31% 17.33%

30% 18.61% 16.82% 16.86% 16.90%

35% 17.83% 16.41% 16.47% 16.51%

40% 17.12% 16.04% 16.10% 16.15%

45% 16.50% 15.68% 15.74% 15.84%

50% 15.97% 15.33% 15.41% 15.53%

買取期間

設備利用率（屋根設置）：平均値

10kW
以上

50kW
以上

250kW
以上

1,000kW
以上

2,000kW
以上

2021年6月－

2022年5月
13.3% 13.1% 13.7% 14.2% 14.7%

2022年6月－

2023年5月
13.2% 13.1% 13.7% 14.3% 14.2%

設備利用率（屋根設置）

% 10kW以上 50kW以上 250kW以上 1,000kW以上

5% 17.27% 17.78% 18.28% 18.66%

10% 16.03% 16.52% 17.01% 17.77%

15% 15.41% 15.76% 16.28% 16.90%

20% 14.97% 15.16% 15.67% 16.16%

25% 14.61% 14.69% 15.18% 15.69%

26% 14.55% 14.60% 15.10% 15.63%

27% 14.48% 14.52% 15.02% 15.55%

30% 14.31% 14.25% 14.78% 15.37%

35% 14.03% 13.91% 14.44% 15.08%

40% 13.78% 13.61% 14.10% 14.76%

45% 13.53% 13.35% 13.78% 14.42%

50% 13.29% 13.12% 13.53% 14.12%









33（参考）事業用太陽光：低コストで事業実施できている案件

◼ 2022年設置の事業用太陽光発電について、定期報告データの提出があり、かつ設備利用率が確認できた事業者
（4,006件）のうち、655件（16.4%）が10円/kWh未満で事業実施できている。特に、14件（0.3%）は、
7円/kWh未満で事業実施できており、限られた案件ではあるが、価格目標を達成できている事業者の存在が確認できる。
なお、 5円/kWh未満で事業実施できている特に費用効率的な案件は見られなかった。

◼ 10円/kWh未満の事業者は、パネル、工事費が平均的な案件の6~7割程度だった。設備利用率は平均的な案件より
1割程度高く、23.5%程度となっている。

（資本費＋運転維持費）／発電電力量により、機械的・簡易的に計算した。
割引率は3%と仮定し、最新の調達価格の想定値を使用したIRR0%及びIRR3%の場合の比率をもとに、機械的・簡易的に計算した。

機械的・簡易的に
計算したLCOE

件数

7円/kWh未満 14件

7円/kWh～8円/kWh 78件

8円/kWh～9円/kWh 233件

9円/kWh～10円/kWh 330件

10円/kWh～11円/kWh 485件

11円/kWh～12円/kWh 520件

12円/kWh～13円/kWh 502件

13円/kWh～14円/kWh 460件

14円/kWh～15円/kWh 312件

15円/kWh～16円/kWh 227件

16円/kWh～17円/kWh 184件

17円/kWh～18円/kWh 141件

18円/kWh～19円/kWh 81件

19円/kWh～20円/kWh 68件

20円/kWh以上 371件

合計 4,006件

【10円/kWh未満の水準の平均値】

【全案件の平均値】

パネル

10.1万円/kW

パワコン
・架台等

6.3万円/kW

工事費

7.9万円/kW

設備利用率

20.7%

土地造成費

1.3万円/kW

接続費

1.6万円/kW

パネル

6.3万円/kW

パワコン
・架台等

5.4万円/kW

工事費

4.4万円/kW

設備利用率

23.5%

土地造成費

0.8万円/kW

接続費

1.3万円/kW

▲3.8万円/kW
（▲37%）

▲0.8万円/kW
（▲13%）

▲3.5万円/kW
（▲44%）

▲0.3万円/kW
（▲20%）

+2.8pt
（+13%）

（パネル、パワコン・架台等）
⚫ メーカーとの直接取引により、流
通マージンを削減

⚫ 低価格パネルの調達努力

（工事費）
⚫ 自社で工事を実施
⚫ 施工のみ外注し、設計・施工管
理は自社で行うことで、中間マー
ジンを削減

（設備利用率）
⚫ 土地を最大限活用できる独自の
設計方法

⚫ 過積載（パワコン出力より大きい
出力のパネルを設置）

▲0.5万円/kW
（▲40%）







(1) 2025年度の事業用太陽光の調達価格・基準価格

(2) 2025年度の住宅用太陽光の調達価格

(3) 新たな発電設備区分の創設に関する検討

(4) 2025年度にFIP制度のみ認められる対象等

(5) 屋根設置太陽光区分の対象の明確化







（２）国内のコスト動向：運転維持費（案）

◼ 運転維持費については、例年どおり、一般社団法人太陽光発電協会へのヒアリング調査を実施し、コストデータの
収集を行った。ヒアリングの結果、５kWの設備を想定した場合、

➢ 発電量維持や安全性確保の観点から３～５年ごとに１回程度の定期点検が推奨されており、１回当たりの
定期点検費用は相場は約4.7万円程度であること（昨年度のヒアリング調査では約3.5万円程度であり、上
昇の要因としては人件費増・燃料費増が考えられる。）、

➢ パワコンについては、20年間で一度は交換され、34.5万円程度が一般的な相場であること（昨年度のヒアリ
ング調査では29.2万円程度であり、上昇の要因としては半導体不足、人件費増等が考えられる。） 、

    が分かった。以上をkW当たりの年間運転維持費に換算すると、約5,800円/kW/年となり、2024年度の想定値
（3,000円/kW/年）を上回った。

◼ ただし、モジュールの出力保証は25年（無償）等、保証期間が長いものが多いことや、定期点検については、
メーカーによっては１回のみの実施が現実的といったことが示唆されていたこと、パワコン本体の費用については、
比較製品が異なる事や限られたサンプル数であることには留意が必要である。

◼ このため、こうした点も踏まえ、2025年度の想定値は、3,000円/kW/年を据え置くこととし、定期点検やパワコ
ン本体の費用動向についても今後もよく注視することとしてはどうか。

（※）なお、定期報告データ（2023年1月～8月）の平均値は約738円/kW/年、ただし、報告の92%が0円/kW/年。この原因としては、定期報告
 データに対象年に点検費用や修繕費用が発生していない案件が多く存在する可能性が考えられる。

39

（4.7万円×５回＋34.5万円） ÷ ５kW ÷ 20年間 ＝ 約5,800円/kW/年
定期点検費用 パワコン交換費用

＜運転維持費に関する太陽光発電協会へのヒアリング結果＞



（２）国内のコスト動向：設備利用率（案）

◼ 設備利用率について、2023年1月から2023年8月の間に収集したシングル発電案件の平均値は14.1%だった。

◼ これまでの委員会と同様、過去４年間に検討した数値の平均をとると13.9％となり、想定値（13.7％）と同
水準。

◼ これらを踏まえ、2025年度の設備利用率の想定値は、2024年度の想定値13.7%を据え置くこととしてはどう
か。

40

＜過去４年間に検討した設備利用率＞

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

13.7％ 13.6％ 14.0％ 14.1％

平均値：13.9％

想定値：13.7％
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◼ 住宅用太陽光発電の調達期間終了後の売電価格については、各⼩売電気事業者が公表している買取メニューに
おける売電価格をもとに、これまで設定してきた。

◼ 今回、2023年11月末時点に確認できた買取メニューにおける売電価格※を確認したところ、その中央値は10.0円
/kWhであった（2022年12月末時点での確認でも10.0円/kWh）。再エネ特措法上、調達価格の設定は「再エ
ネ電気の供給が『効率的に』実施される場合に通常要する費用」等を基礎とすることとされており、中央値より効率的
な（高価格な）水準を想定することもありうる。しかし、10円/kWh水準以上のメニューは、当該小売電気事業者に
よる電気供給とのセット販売であったり、蓄電池併設等の条件付きであったりすることが比較的多いため、状況を注視
することが重要。

◼ こうした点を踏まえ、2025年度の想定値は、2024年度の想定値（10.0円/kWh）を据え置くこととしてはどうか。
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（件）
＜各⼩売電気事業者が公表している買取メニューの分布（2023年11月末時点）＞

※小売電気事業者からの掲載希望登録にもとづいて資源エネルギー庁HP「どうする？ソーラー」に掲載された情報をもとに、各小売電気事業者の公表する調達期間終了後の住宅用
太陽光発電を対象とした買取メニューを参照して作成（図中の7.0-7.5円/kWhは7.0円/kWh以上7.5円/kWh未満を意味する。他も同様。）。

（円/kWh）

（２）国内のコスト動向：調達期間終了後の売電価格（案）

中央値：10.0円/kWh
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46（３）新たな発電設備区分の創設に関する検討

◼ こうした状況を踏まえ、ぺロブスカイト太陽電池の需要創出を促すため、今年度以降の本委員会において、次世代型太陽電池を念頭に置いた
新たな発電設備区分の創設の検討に着手することとしてはどうか。その際には、例えば、次のような点が論点になり得ると考えられるが、他に検討
すべき視点はあるか。

① 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、官民を挙げたGX投資を促進していくことが重要な政策課題となっている。特に、今後10年
間で約150兆円のGX投資を実現していくこととしており、ぺロブスカイト等の次世代再エネ技術については、今般、「分野別投資戦略」が
策定をされている。FIT制度/FIP制度のあり方についても、こうした政府全体の政策の方向性と整合性を取りながら、検討を進める必要が
ある。

② FIT制度/FIP制度は、電気の需要家による国民負担（再エネ賦課金）により、相対的にコストの高い再生可能エネルギーを支援すること
でその導入を促進し、それによるスケールメリットによりコスト低減を実現し、将来的には、再生可能エネルギーの自立的な導入拡大を目指
すものである。次世代型太陽電池については、技術開発が進展中の状況にあるが、例えば、 GI基金の中間目標値においては、2025年
までに20円/kWh以下を見通せる技術の実現を目指すこととされている。この中で、将来の自立化に向けた道筋をどのように描くか。ま
た、将来の自立化を促すための制度のあり方について、どのように考えるか。

③ 再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、事業開始から廃棄までの一連の事業サイクルを通じて、地域との共生が前提となる。従来
の太陽光発電に関して議論されてきた点も踏まえつつ、安全性の確保、発電設備の適正な廃棄・リサイクルの担保を含めた事業規律の
確保のあり方について、どのように考えるか。新たな発電設備区分の創設の検討に着手するに当たって、他の審議会等に検討を要請すべき
点があるか。

（※）例えば、発電設備の適正な廃棄・リサイクルの担保の観点からは、環境省及び経済産業省が開催している「再生可能エネルギー発電
 設備の廃棄・リサイクルのあり方に関する検討会」における検討状況も踏まえる必要がある。

◼ 以上の①-③の観点を前提とした上で、今後市場の広がりが期待されていることや、2030年再エネ比率36-38％の実現に資するものとする観
点からは、可能な限り早期に検討を進めていく必要がある。これに向けて、今後、量産体制の構築状況を見極めながら、実証事業等を通じて
コストデータの収集・分析を行い、区分設定や将来の自立化を見据えた価格設定のあり方について、来年度以降の調達価格等算定委員会
で議論を継続することとしてはどうか。





















GXサプライチェーン構築支援事業
国庫債務負担含め総額4,212億円 ※令和6年度予算案額548億円（新規）

産業技術環境局 GX投資促進室

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギー課、水素アンモニア課

等

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

カーボンニュートラルを宣言する国・地域が増加し、排出削減と産
業競争力強化・経済成長をともに実現するGXに向けた長期的
かつ大規模な投資競争が熾烈化している。

このような背景の下、我が国における中小企業を含む製造サプラ
イチェーンや技術基盤の強みを最大限活用し、GX実現にとって
不可欠となる、水電解装置、浮体式洋上風力発電設備、ペロ
ブスカイト太陽電池、燃料電池等をはじめとする、GX分野の国
内製造サプライチェーンを世界に先駆けて構築することを目的とす
る。

成果目標

洋上風力産業ビジョン（2020年12月）に掲げる国内調達比
率60％目標（2040年まで）を達成することなど、対象となる分
野ごとに成果目標を個別に設定する。

事業概要

我が国において中小企業を含めて高い産業競争力を有する形で
GX分野の国内製造サプライチェーンを確立するため、水電解装
置、浮体式洋上風力発電設備、ペロブスカイト太陽電池、燃料
電池等に加えて、これらの関連部素材や製造設備について、世
界で競争しうる大規模な投資を計画する製造事業者等、もしく
は現に国内で生産が限定的な部素材や固有の技術を有する製
造事業者等に対して、補助を行う。

補助
（1/3、1/2等）

民間企業等 民間企業等国

補助
（定額）

※対象者の選定にあたっては、真に産業競争力の強化につながるよう、
 支援対象者に以下の趣旨の内容等を求めることとする。

・企業トップが変革にコミットしていること
・将来の自立化も見据えながら、自ら資本市場から資金を呼び込めること
・市場の需要家を巻き込む努力をしていること 等

【補助対象例】

水電解装置 ペロブスカイト太陽電池浮体式洋上風力
発電設備
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（参考）大量導入⼩委員会（第58回会合・12月19日）における委員等の指摘事項

➢ 事務局案は、現行のバランシングコストの制度に比べ、より早期にFIP制度に移行・参入するインセンティブを高める仕組みとなっ
ており、事務局案に賛同する。

➢ 事務局案は、FIP移行に当たって、発電事業者が発電量予測等を行うことに伴い生じる負担を軽減する提案であり、違和感は
ない。

➢ 事務局案は合理的だが、今後バランシングコスト低減につながるノウハウが民間に浸透していく方法については、継続的に検討
してもらいたい。

➢ FIP移行を促す効果がどれだけあるのかという点については論点となり得る。

➢ バランシングコストは、電源種やプロジェクト規模により大きく異なるため、この点にも留意が必要。

➢ バランシングコスト見直しについては、事業者の実態をさらに詳しく把握し、引き続き、本委員会（大量導入⼩委員会）でも議
論が必要。
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